
幼児教育無償化の具体的イメージ(例)

住民税非課税世帯については、0歳～2歳児についても上記と同様の考え方により無償化の対象となる。この場合、月４．２万円まで無償となる。

※　上記のうち認可外保育施設については、認可外保育施設の届出をし、指導監督の基準を満たすものに限る(ただし、5年間の経過措置として、指導監督の基準を
満たしていない場合でも無償化の対象とする猶予期間を設ける）。
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